
第54回定時株主総会招集ご通知における
インターネット開示事項

事業報告
会計監査人の状況
業務の適正を確保するための体制及び運用状況
連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連結注記表
計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表
（令和２年11月１日から令和３年10月31日まで）

　

株式会社ティビィシィ・スキヤツト
　

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイトに掲載することにより、株主の皆様に提供して
おります。

2021年12月20日 17時13分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



会計監査人の状況
（1）名称 アーク有限責任監査法人
（注）当社の会計監査人であった太陽有限責任監査法人は、令和３年１月27日開催の第53回定時株主総会終結

の時をもって任期満了により退任いたしました。

（2）報酬等の額
　

区 分 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬の額 22,500千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 22,500千円

　

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠な
とが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

３．上記報酬以外に、前任監査法人である太陽有限責任監査法人に対して、引継ぎ業務に係る報酬700
千円を支払っております。

　
（3）非監査業務の内容

該当事項はありません。
　
（4）会計監査人の解任又は不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及び解
任の理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況
（業務の適正を確保するための体制）
当社は、上記の体制に関し、取締役会において次のとおり決議しております。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ．当社が社会的信頼と責任を果たす企業集団であるためには、全役職員が、コンプライアンスの徹底が経
営の最重要課題であることを認識し、高い倫理観に基づいて職務執行し、公正かつ透明性の高い経営体
制を確立する。

ｂ．法令遵守体制の監視及び業務執行の適正の確保を目的として、取締役社長直轄の組織である内部監査室
を設置する。内部監査人は、法令及び当社規程等に従い各業務の執行を定期的に監査し、その結果を取
締役社長へ報告を行い、かつ問題のある事項については、該当部署へ改善要請を行う。

ｃ．コンプライアンス体制の整備を行い、全従業員が、法令、定款、社内規程及び社会規範を遵守の上社会
的責任を果たし企業理念を実践するように、定期的な社内教育を行うなど周知徹底を図る。

　
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ａ．取締役の職務執行に係る情報の保存管理は、法令及び社内規程等に則り適切に保存・保管を行う。
ｂ．経営に関する重要情報は、閲覧権限の明確化と周知徹底を実施し、また、社内規程等により情報漏洩の
場合の責任及び懲罰について定める。

　
（3）損失の危機の管理に関する規程その他の体制
ａ．当社は、リスク管理規程及び事業継続プログラムにより、当社の経営に重大な影響を与えるような事案
が発生した場合は、取締役社長又は取締役を責任者とし、損失を最小限に抑えるとともに早期の原状回
復に努める。

ｂ．当社の業務執行に係るリスクに関して、予見されるリスクの分析と識別を行い、全社のリスクを網羅
的・統括的に管理する。

ｃ．内部監査人による内部監査を定期的に実施し、その結果について取締役社長へ報告することで、リスク
の現実化を未然に防止する。また、損失の危険のある業務執行が発見された場合には、その内容につい
て直ちに取締役社長に報告し、速やかな改善を促す。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ．定例の取締役会を毎月１回開催し、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項の決定、適切な

業務執行が行える体制を確保する。
ｂ．取締役の業務執行に関する権限及び責任は、組織規程及び職務権限規程により責任と権限を明確化し、
適正な管理水準を維持する。また、取締役は、経営計画及び事業予算の各項目に関し、達成状況及び展
開状況を管理し、業績への責任を明確にするとともに、業務効率の向上を図る。

（5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ａ．企業集団の業務の適正性を確保するため、子会社取締役又は監査役として当社の役員を派遣し、子会社

の業務運営を定常的に監督する。子会社の業務執行は、関係会社管理規程により当社経営管理本部によ
り管理を実施する。

ｂ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制を確保するため、子会社取締役
は、重要な経営情報を、情報の重要性を鑑み、当社取締役会、経営会議、及び事業会議のいずれかにお
いて報告する。

ｃ．当社の内部監査担当者は、監査役と連携し、内部監査規程により子会社の業務運営に関して内部監査を
実施し、企業集団における業務の適正及び経営リスクの軽減を確保する。

（6）監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
ａ．監査役は監査役会規程により、必要に応じ監査役の職務を補助する使用人を置くことができ、この使用
人の指揮権は監査役が有し、取締役の指揮命令に服さない。

ｂ．監査役の職務を補助する使用人の人事は、事前に取締役と監査役が意見交換を行い、監査役会の同意を
得て決定する。

（7）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他監査役への報告に関する体制
ａ．取締役は、当社に重大な損失を及ぼすおそれのある事項及び違法又は不法行為を認知した場合は、法令
に従い直ちに監査役に報告する。

ｂ．監査役は、取締役会等の業務執行の重要な会議に出席し、重要事項や損害を及ぼす恐れのある事実のほ
か、会議の決定事項、内部監査の実施状況等の報告を受け意見を述べるとともに、主要な稟議書を閲覧
する。

ｃ．監査役は内部統制システムの構築状況及び運用状況についての報告を取締役、内部監査人及び使用人か
ら定期的に受けるほか、必要と判断した事項については説明を求めることができる。

ｄ．監査役監査の実効性を確保するための体制として、取締役及び使用人（子会社取締役及び使用人を含
む）が監査役に報告したことにより当該事項を理由として不利な取扱いを受けないことを確保する。さ
らに、監査役の職務の遂行において生ずる費用の前払い、償還の手続き及びその他の当該職務の遂行に
おいて生ずる費用、債務の処理に係る事項を整備する。
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（8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ．監査役は、会社の業務及び財産の状況の調査その他の監査業務の遂行にあたり、内部監査室と緊密な連
携を保ち、効率的・実効的な監査を実施する。

ｂ．監査役は、会計監査人と定期的な会合、往査への立合いのほか、会計監査人に対し監査の実施経過につ
いて適時報告を求める等、監査人と緊密な連携を保ち、効率的な監査を実施する。

ｃ．監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、会社の課題、取り巻くリスク及び監査上の課題等に
ついて意見交換を行い、相互認識と信頼関係を確保する。

（9）財務報告の信頼性確保のための体制
ａ．財務報告の信頼性の確保及び適正な財務諸表を作成するため、取締役会において財務報告に係る運用基
本方針を定める。

ｂ．財務報告の信頼性と適正性を確保するため関係諸法令に基づき、財務報告に係る内部統制システムを整
備し、その維持・改善に努める。

（10）反社会的勢力の排除に関する体制
ａ．反社会的勢力排除に向けた基本方針により、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢
力に対し、組織的な対応と毅然とした姿勢で臨み、不当要求等を拒否し、反社会的勢力と関係を一切持
たない。

ｂ．平素より外部専門機関等の情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連
絡を取り、組織全体として速やかに対処する。

ｃ．この基本方針を役員及び従業員全員に周知徹底し、反社会的勢力との接触を事前に防止できる体制を構
築する。
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（業務の適正を確保するための体制の運用状況）
業務の適正を確保するための体制の運用については、取締役会を毎月１回以上開催し、絶対的決議事項のほ
か決定すべき重要事項を協議しており、内部統制を確保しております。取締役会には、監査役全員が参加して
必要適切な意見を述べております。
監査役会は、同様に毎月１回以上開催し、常勤監査役が実施した取締役の職務執行状況の報告を含め協議
し、内部統制を実施しております。
さらに、経営会議を毎月１回開催し、全取締役、常勤監査役及び経営幹部が参画し、内部監査人から監査指
摘報告及びフォローアップ報告を受け、内部統制の確保及び運用状況の確認を行っております。
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連結株主資本等変動計算書
(令和令和２３年年1110月月１31日から日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 200,000 277,158 1,904,461 △187,662 2,193,957
当期変動額
剰余金の配当 △28,897 △28,897
親会社株主に帰属する
当期純利益 120,934 120,934

自己株式の処分 97,865 50,441 148,307
株式交付信託による
自己株式の取得 △114,180 △114,180

自己株式の消却 △36,685 36,685 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 61,180 92,037 △27,053 126,164
当期末残高 200,000 338,339 1,996,498 △214,716 2,320,122

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 － － 2,193,957
当期変動額
剰余金の配当 △28,897
親会社株主に帰属する
当期純利益 120,934

自己株式の処分 148,307
株式交付信託による
自己株式の取得 △114,180

自己株式の消却 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △3,337 △3,337 △3,337

当期変動額合計 △3,337 △3,337 122,826
当期末残高 △3,337 △3,337 2,316,784
注）この連結株主資本等変動計算書における記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
すべての子会社を連結しております。
・連結子会社の数 ２社
・連結子会社名 ＴＢＣシルバーサービス株式会社

ＶＩＤ株式会社
　
２．持分法の適用に関する事項
該当する会社はありません。

　
３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　
４．会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
・市場価格のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定)
・市場価格のないもの 移動平均法による原価法

②棚卸資産
a．商 品 総平均法による原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）
b．仕掛品 個別法による原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）

　
（2）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）
定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３年 ～ 50年

その他 ２年 ～ 18年
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②無形固定資産（リース資産を除く）
ａ．ソフトウエア
市場販売目的ソフトウエア 見込み販売数量に基づく償却額と、販売可能見込期間（３年）に

基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上しており
ます。

自社利用ソフトウエア 社内における利用可能見込期間（３～５年）に基づく定額法を採
用しております。

　
ｂ．のれん
８年間の定額法により償却しております。

ｃ．その他無形固定資産
定額法を採用しております。

　
③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　
（3）引当金の計上基準

①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　
②賞与引当金
従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度

に帰属する額を計上しております。

③役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく支給見込額を計上しておりま
す。
当社は、平成30年１月30日開催の第50回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴
う打ち切り支給を決議いたしました。その支給の時期は各取締役の退任時とし、具体的な金額及び支
給の方法等の決定は、取締役会に一任することが決議されました。このため、当該支給見込額につい
ては、引き続き役員退職慰労引当金に計上しております。
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④株式給付引当金
株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度末における株式給
付債務の見込額に基づき計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

②消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用)
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 令和２年３月31日 企業会計基準委
員会）を当連結会計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
（のれんの評価）
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん 66,689千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
のれんの減損の兆候を把握した場合、のれんを含む資産グループから得られる割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額が帳簿価格を下回る場合にはのれんを含む資産グループについて減損損失の認識を行
うこととしております。
将来キャッシュ・フローは、取締役会により承認された中期経営計画を基礎として見積もっており、

将来キャッシュ・フローは、将来の売上高の予測などの仮定に基づいており、この仮定には不確実性が
伴います。
これらの見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となっ
た場合には、翌連結会計年度の連結計算書類において、のれんの減損の兆候に関する判断及びのれんの
金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り）
新型コロナウイルス感染症は、経済や企業活動全般に影響を与えており、当社グループにおいても、各事

業によって影響は異なり、収束時期を合理的に予測することは困難であります。そのため、新型コロナウイ
ルス感染症の影響が一定期間継続するものと仮定し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っ
ております。
なお、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確定要素が多く、翌連結会計年度以降の財政状態
及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
当社は、令和３年９月21日開催の取締役会において、当社従業員に対する福利厚生制度を拡大させるとと

もに、従業員の帰属意識を醸成し、経営参画意識を持たせ、当社業績や株価上昇への意識を高めることによ
り、当社の中長期的な企業価値向上を図ることを目的として、当社株式を給付するインセンティブ・プラン
「従業員向け株式交付信託」(以下、「本制度」という。)を導入しております。

１．取引の概要
本制度は、当社が拠出する金銭を原資として信託(以下「本信託」という。)を設定し、本信託が当社普通
株式(以下「当社株式」という。)の取得を行い、従業員のうち一定の要件を充足する者に対して付与される
ポイントに基づき、本信託を通じて当社株式を交付するインセンティブ・プランであります。当該ポイント
は、当社取締役会が定める株式交付規程に従って、従業員の業績評価等に応じて付与されるものであり、各
従業員に交付される当社株式の数は、付与されるポイント数により定まります。

２．信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己
株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度114,180千円、
220,000株であります。

（連結貸借対照表に関する注記）
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は、次のとおりであります。
当座貸越限度額 600,000千円
借入実行額 200,000千円
差引額 400,000千円

― 10 ―

2021年12月20日 17時13分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 1,820,000株 3,640,000株 220,000株 5,240,000株
（注）１．普通株式の発行済株式数の増加3,640,000株は、令和３年５月１日付で普通株式１株につき普通株式

３株の割合で株式分割を行ったことによるものであります。
２．普通株式の発行済株式数の減少220,000株は、取締役会決議による自己株式の消却によるものであり
ます。

２.自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 375,143株 750,286株 302,500株 822,929株
（注）１．普通株式の自己株式数の増加750,286株は、令和３年５月１日付で普通株式１株につき普通株式３株

の割合で株式分割を行ったことによるものであります。
２．普通株式の自己株式数の減少302,500株は、令和３年２月12日開催の取締役会決議に基づき、令和
３年３月９日付で実施された(株)エム・エイチ・グループを割当先とする自己株式の処分82,500株、
令和３年10月８日付で会社法第178条の規定に基づき実施された自己株式の消却220,000株によるも
のであります。

３．当連結会計年度末の自己株式数には、「従業員向け株式交付信託」が保有する当社株式220,000株が
含まれております。

３．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

令和２年12月25日
取締役会 普通株式 28,897 20 令和２年10月31日 令和３年１月28日

（注）当社は令和３年５月１日付で普通株式１株につき普通株式３株の割合で株式分割を行っております。「１株
当たり配当額」につきましては、当該株式分割前の金額で記載しております。
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（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

決議 配当の原資 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

令和３年12月24日
取締役会 利益剰余金 普通株式 32,459 7 令和３年10月31日 令和４年１月27日

（注）配当金の総額には、「従業員向け株式交付信託」が保有する当社の株式に対する配当金1,540千円が含まれ
ております。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については基本的に
銀行借入による方針です。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、デリバティブ取引は行わな
い方針であります。

（2）金融商品の内容及びリスク
営業債権である売掛金は、一連の正常な営業循環過程で発生するものであり、顧客の信用リスクに晒
されております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。
営業債務である買掛金等は、そのほとんどが２ケ月以内の支払期日であります。
借入金は設備投資を目的とした資金であり、償還日は決算日後、最長で６年後であります。これは、

金利変動のリスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理
当社は、債権管理規程に従い、営業債権については各事業の業務管理担当が、主要な取引先を定期的
にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を確認するとともに、回収懸念債権の早期把握や軽減
を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っておりま
す。

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、毎月経理財務本部長が経理部から資金繰り実績の報告を受けるとともに、手許流動性が適切
に維持されているかを検討するにあたり、流動性比率及び当座比率の動向に注意をし、流動性リスクを
管理しております。連結子会社においても同様の管理を行うとともに親会社への報告を実施しておりま
す。
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③市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
当社グループの借入金は、すべて変動金利によるものですが、借入の償還日までの金利上昇に対する
リスクは、常に市場の金利動向に注意を払い、定期的に把握された金利を管理し、その変動に対するリ
スクヘッジを講じます。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業
との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
令和３年10月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 1,726,985 1,726,985 －

（2）売掛金 185,693 185,693 －

貸倒引当金 ※ △171 △171 －

185,522 185,522 －

（3）投資有価証券 29,280 29,280 －

資産計 1,941,787 1,941,787 －

（1）買掛金 42,828 42,828 －

（2）短期借入金 200,000 200,000 －

（3）未払費用 135,318 135,318 －

（4）未払法人税等 52,419 52,419 －
（5）長期借入金（１年内返済予定

のものを含む） 389,560 389,560 －

負債計 820,125 820,125 －

（※） 売掛金に対する貸倒引当金を控除しております。

― 13 ―

2021年12月20日 17時13分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）売掛金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

(3) 投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払費用、（4）未払法人税等

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

　
（5）長期借入金

長期借入金はすべて変動金利であり、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額に近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。

（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産に関する事項
当社は、栃木県において、賃貸用オフィスビルを所有しております。なお、オフィスビルの一部につい
ては、当社及び子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としており
ます。

　
２．賃貸等不動産の時価に関する事項

　 （単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

115,119 103,461

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．期末時価は、主に、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額（指標等を用いて調整
を行ったものを含む。）であります。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 524円51銭
１株当たり当期純利益 27円56銭

(注) １．当社は、令和３年５月１日付で普通株式１株につき普通株式３株の割合で株式分割を行っております。
当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期
純利益を算定しております。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利
益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産
額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、14,465株であり、１株当
たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、220,000株であります。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

― 15 ―

2021年12月20日 17時13分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



株主資本等変動計算書
(令和令和２３年年1110月月１31日から日まで)

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越
利益剰余金

当期首残高 200,000 143,198 133,960 277,158 15,656 1,516,082 1,531,738
当期変動額
剰余金の配当 　 　 　 　 　 △28,897 △28,897
当期純利益 　 　 　 　 　 87,928 87,928
自己株式の処分 　 　 97,865 97,865 　 　 　
株式交付信託による自己株式の取
得 　 　 　 　 　 　 　

自己株式の消却 　 　 △36,685 △36,685 　 　 　
株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － 61,180 61,180 － 59,031 59,031
当期末残高 200,000 143,198 195,140 338,339 15,656 1,575,113 1,590,770

株主資本 評価・換算
差額等 純資産合計

自己株式 株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評価差額金

当期首残高 △187,662 1,821,235 － 1,821,235
当期変動額
剰余金の配当 　 △28,897 　 △28,897
当期純利益 　 87,928 　 87,928
自己株式の処分 50,441 148,307 　 148,307
株式交付信託による自己株式の取
得 △114,180 △114,180 △114,180

自己株式の消却 36,685 － 　 －
株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 　 　 △3,337 △3,337

当期変動額合計 △27,053 93,158 △3,337 89,820
当期末残高 △214,716 1,914,393 △3,337 1,911,055
（注）この株主資本等変動計算書における記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のないもの 移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
仕 掛 品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
貯 蔵 品 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３年 ～ 50年

構築物 10年 ～ 20年

工具、器具及び備品 ３年 ～ 18年

（２）無形固定資産
ａ．ソフトウエア
市場販売目的ソフトウエア 見込み販売数量に基づく償却額と、販売可能見込期間（３年）に基づく

均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上しております。
自社利用ソフトウエア 社内における利用可能見込期間（３～５年）に基づく定額法を採用して

おります。

ｂ．その他無形固定資産
定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金
従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属す
る額を計上しております。

（３）退職給付引当金
当事業年度末における退職給付債務の見込額（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する簡便法による方法により計算した金額）に基づき、必要額を計上しております。

（４）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく支給見込額を計上しております。
当社は、平成30年１月30日開催の第50回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う打
ち切り支給を決議いたしました。その支給の時期は各取締役の退任時とし、具体的な金額及び支給の方法
等の決定は、取締役会に一任することが決議されました。このため、当該支給見込額については、引き続
き役員退職慰労引当金に計上しております。

（５）株式給付引当金
株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の
見込額に基づき計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 令和２年３月31日 企業会計基準委
員会）を当事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
（関係会社株式の評価）
１．当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式 185,041千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
貸借対照表に計上した関係会社株式のうち、129,041千円は連結子会社であるＶＩＤ株式会社の株式で

あります。当社は、将来の業績回復を見込んだ事業計画を前提とした超過収益力を反映した価格で同社株
式を買収しているため、当該関係会社株式の評価にあたり、取得原価と超過収益力を反映した実質価額を
比較し、減損処理の要否を判定しております。
これらの見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった
場合には、翌事業年度の計算書類において、同社株式の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症は、経済や企業活動全般に影響を与えており、当社においても、各事業によ
って影響は異なり、収束時期を合理的に予測することは困難であります。そのため、新型コロナウイルス
感染症の影響が一定期間継続するものと仮定し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行って
おります。
なお、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確定要素が多く、翌事業年度以降の財政状態及
び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引については、連結注記表の（追加情報）に同一の内容
を記載しているため、記載を省略しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。
当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は、次のとおりであります。
当座貸越限度額 600,000千円
借入実行額 200,000千円
差引額 400,000千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 1千円
短期金銭債務 721千円

　
（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
① 営業取引
営業収益 3,360千円
営業費用 52,510千円

② 営業取引以外
営業外収益 4,500千円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式 375,143株 750,286株 302,500株 822,929株

（注）１．普通株式の自己株式数の増加750,286株は、令和３年５月１日付で普通株式１株につき普通株式３株
の割合で株式分割を行ったことによるものであります。

２．普通株式の自己株式数の減少302,500株は、令和３年２月12日開催の取締役会決議に基づき、令和
３年３月９日付で実施された㈱エム・エイチ・グループを割当先とする自己株式の処分82,500株、
令和３年10月８日付で会社法第178条の規定に基づき実施された自己株式の消却220,000株による
ものであります。

３．当事業年度末の自己株式数には、「従業員向け株式交付信託」が保有する当社株式220,000株が含ま
れております。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 92,235千円
減損損失 30,683千円
未払賞与 19,074千円
役員退職慰労引当金 5,593千円
貸倒引当金 5,088千円
資産除去債務 4,676千円
未払事業税 3,024千円
減価償却超過額 4,400千円
その他 8,758千円
繰延税金資産小計 173,534千円
評価性引当額 △36,743千円
繰延税金資産合計 136,791千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △166千円
繰延税金負債合計 △166千円
繰延税金資産の純額 136,625千円

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 432円65銭
１株当たり当期純利益 20円04銭
（注）１．当社は、令和３年５月１日付で普通株式１株につき普通株式３株の割合で株式分割を行っており

ます。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当
たり当期純利益を算定しております。

２．株主資本において自己株式として計上されている「従業員向け株式交付信託」に残存する自社の
株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含
めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に
含めております。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、14,465株であり、
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、220,000株であります。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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